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 第７章 基地関連公害の防止 

第１節 基地排水対策の推進【環境保全課】 

在沖米軍施設・区域に起因する環境汚染を防止するため、県では基地排水等の監視、事故時の調

査を実施し、水質汚濁の状況把握に努めています。 

※令和６年度に発生した流出等事故（０件） 

 

１ 在日米軍施設・区域環境調査（水質）の実施 

キャンプ・シュワブ、キャンプ・ハンセン、嘉手納飛行場及びキャンプ瑞慶覧周辺の公共用

水域及び地下水の 14 地点において、水質調査を行っています。 

調査の結果、公共用水域の生活環境項目に関しては、環境基準の B 類型に指定されている比

謝川の支流であるダクジャク川において、すべての項目で基準値内でした。健康項目に関して

は、全調査地点において基準値内でした。地下水に関しては、すべての項目において基準値内で

した。 

 

２ 基地排水水質等監視調査の実施 

⑴ 基地周辺公共用水域及び地下水監視調査（水質、底質、魚類） 

キャンプ・シュワブ、キャンプ・ハンセン、キャンプ桑江、キャンプ瑞慶覧及び普天間飛行

場周辺の公共用水域及び地下水の 16 地点の水質調査を行った結果、環境基準が適用される健

康項目について、普天間川下流（基地外）において、ほう素が環境基準を超過していました。

同地点は汽水域に属し、海水の影響により基準値を超えたものと考えられます。 

また、キャンプ・ハンセン、嘉手納飛行場及び牧港補給地区周辺の公共用水域３地点におい

て底質調査を実施し、嘉手納飛行場地先海域においては魚類に含まれる化学物質の調査を実

施しています。 

 

⑵ 基地周辺公共用水域監視調査（ダイオキシン類） 

米軍基地２施設（嘉手納飛行場、キャンプ・ハンセン）周辺公共用水域の底質３地点につい

て分析した結果、すべての地点が環境基準に適合しています。 

 

３ 有機フッ素化合物環境中残留実態調査の実施 

河川及び湧水等における PFOS 等の濃度について、平成 28 年度の全県的な調査結果を踏ま

え、比較的濃度の高かった普天間飛行場周辺の地点を中心に継続的な調査を行い、普天間飛行

場下流側湧水等で PFOS 等濃度が高いことを確認してきました。平成 30 年度冬季調査からは比

謝川周辺及び天願川周辺でも調査を実施しており、令和２年度夏季調査からはキャンプ・ハン

セン周辺等でも調査を実施しています。 
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令和６年度は、46 地点の湧水及び河川等で調査を行い、28 地点で PFOS 及び PFOA の指針値

超過を確認しました。 

 

第２節 航空機騒音対策の推進【環境保全課】 

県は、嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺地域の生活環境の保全を図るため、昭和 63 年２月に

環境基本法第 16 条に基づき、航空機騒音に係る環境基準の地域類型指定を行い、航空機騒音の常

時監視測定を実施しています。 

 

１ 県及び周辺市町村連携による常時監視の実施 

測定は航空機騒音自動測定装置を使用し、嘉手納飛行場及び普天間飛行場周辺の 36 地点(令

和６年度末現在）で測定しています。内訳は、県の設置する測定局が 15 カ所、市町村の設置す

る測定局が 21 カ所となっています。 

令和６年度における米軍基地周辺の航空機騒音の測定結果は次のとおりです。 

 

⑴  環境基準の指標である Lden は、嘉手納飛行場周辺で 42～68dB、普天間飛行場周辺で 46～

65dB の範囲となっています。各飛行場の最高値は、嘉手納飛行場周辺で北谷町砂辺局の

68dB、普天間飛行場周辺では宜野湾市上大謝名局の 65dB となっています。 

なお、嘉手納飛行場周辺では類型指定されている評価可能な 19 測定局中８局(約 42％)、

普天間飛行場周辺では類型指定されている評価可能な 13 測定局中３局（約 23％）で、環境

基準値を上回っています。 

 

⑵  １日あたりの騒音発生回数は、嘉手納飛行場周辺では屋良Ａ局の 70.6 回、普天間飛行場

周辺では新城局の 63.6 回が最も多くなっています。 

 

⑶  年間の最大騒音レベルは、嘉手納飛行場周辺では砂辺局の 116.7dB、普天間飛行場周辺で

は上大謝名局の 124.4dB が最も高くなっています。 

 

⑷  １日あたりの騒音継続累積時間は、嘉手納飛行場周辺では屋良Ａ局の 19 分 28 秒、普天間

飛行場周辺では新城局の 32 分 19 秒が最も長くなっています。 

 

⑸  「航空機騒音規制措置｣(日米合同委員会合意事項：Ｈ8.3.28）で飛行が制限されている

22 時から翌朝６時の間の月平均騒音発生回数は、嘉手納飛行場周辺では、屋良Ａ局で

207.1 回/月と最も多く、普天間飛行場では、新城局で 78.7 回/月と最も多くなっていま

す。 
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図7-2-1 嘉手納飛行場周辺における航空機騒音測定結果（令和６年度） 
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図7-2-2 普天間飛行場周辺における航空機騒音測定結果（令和６年度） 
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表7-2-1 嘉手納飛行場周辺における航空機騒音測定結果（令和６年度） 

 

 
表7-2-2 普天間飛行場周辺における航空機騒音測定結果（令和６年度） 
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※平成７年度から継続して測定している測定局について示している。 

図7-2-3 嘉手納飛行場周辺のWECPNL年度推移 
 

 

※平成７年度から継続して測定している野嵩局と、規制措置合意後に設置した上大謝名局と新城局について示している。 

図7-2-4 普天間飛行場周辺のWECPNL年度推移 

 
第３節 放射能対策の推進【環境保全課】 

１ 原子力艦寄港に伴う放射能調査の実施 

県では、国（原子力規制庁）に協力し、原子力規制委員会が策定した「原子力艦放射能調査実

施要領」に基づき、原子力艦寄港に伴う放射能レベルの監視調査及び環境試料中の放射能レベル

の調査を実施しています。原子力艦放射能調査は、国が米軍基地ホワイト・ビーチ地区の海軍桟

橋と陸軍桟橋の２か所及び住宅地域内の平敷屋公民館と沖縄原子力艦モニタリングセンターの

２か所の計４か所にモニタリングポストを設置しており、空間中の放射線量率を４か所で、海水

中の放射線計数率を基地内の３か所で常時監視測定を行っています。その他に原子力艦寄港時

の放射線量及び非寄港時の環境放射線を計測するために、モニタリングポイントを基地内に８

か所、平敷屋公民館、沖縄原子力艦モニタリングセンターに各１か所設置し、３か月毎に積算放

射線量の測定をしています。 

令和６年度は18隻の原子力艦が寄港し、それに伴う放射能調査の結果はすべて平常値と同様

の値となっています。寄港隻数は、前年度の22隻と比較して減少しています。なお、通算隻数

とは、復帰後から現在に至るまでの寄港隻数を示しています。 
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表7-3-1 原子力艦寄港状況（令和６年度）
   

 

年度
隻数

通算
隻数

延べ
日数

種類
停泊
場所

寄港目的等
調査
日数

1 651 2024/04/15 10:39 ～ 2024/04/15 10:47 1 原潜 沖停泊 人道上の移送 3

2 652 2024/05/13 11:53 ～ 2024/05/13 12:56 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

3 653 2024/08/20 11:02 ～ 2024/08/20 11:48 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

4 654 2024/08/29 10:56 ～ 2024/08/29 13:04 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

5 655 2024/10/21 11:41 ～ 2024/10/21 14:15 1 原潜
海軍桟
橋

休養・補給・維持 3

6 656 2024/11/24 10:16 ～ 2024/11/29 14:12 6 原潜
海軍桟
橋

休養・補給・維持
(入港時間変更通報違
反）

6

7 657 2024/12/03 10:47 ～ 2024/12/03 12:19 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

8 658 2024/12/29 10:14 ～ 2024/12/29 11:21 1 原潜 沖停泊 人員の移送 3

9 659 2025/01/20 14:23 ～ 2025/01/20 15:17 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

10 660 2025/01/23 13:51 ～ 2025/01/23 14:04 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

11 661 2025/01/29 10:05 ～ 2025/01/29 11:35 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

12 662 2025/02/10 15:59 ～ 2025/02/10 16:40 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

13 663 2025/02/18 10:20 ～ 2025/02/18 10:30 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

14 664 2025/03/14 10:10 ～ 2025/03/14 11:08 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

15 665 2025/03/18 10:13 ～ 2025/03/18 10:27 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

16 666 2025/03/23 10:04 ～ 2025/03/23 10:55 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

17 667 2025/03/27 13:00 ～ 2025/03/27 13:09 1 原潜 沖停泊 人道上の移送 3

18 668 2025/03/29 15:07 ～ 2025/03/29 16:06 1 原潜 沖停泊 補給・維持 3

艦船名 寄港期間

アッシュヴィル Asheville

Asheville

バーモント Vermont

ミシシッピ Mississippi

バーモント Vermont

アッシュヴィル

コロンビア Columbia

アレキサンドリア Alexandria

アレキサンドリア Alexandria

コロンビア Columbia

Vermontバーモント

コロンビア Columbia

アレキサンドリア Alexandria

コロンビア Columbia

アレキサンドリア Alexandria

アナポリス Annapolis

アナポリス Annapolis

アナポリス Annapolis

アナポリス Annapolis
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表7-3-2 原子力艦に対する放射能調査の概要 

区
分 

担当機関 調 査 内 容 調 査 時 期
異常値が観測された場合

の現地における措置 
非 寄 港 時

寄 港 時

 

通常調査 定期調査

放
射
能
レ
ベ
ル
の
監
視 

沖縄県 
（受託調査）

 

⑴モニタリングポストによ
る空間及び海水中の放射線

レベルの監視測定 
モニタリングポスト(４ヶ
所) 

⑵モニタリングポイントに
よる空間の積算放射能線量
の測定（10ヶ所）

 

①常時測定
②原則とし

て月一回以
上巡回 
 

①常時測定 
②毎月一回
巡回

 

 

常時測定 
 

 
 
 

常時測定  

①海水等を採取しγ線ス
ペクトリメトリー 

②送付を受けた海水海底
土等の試料の分析専門機
関への送付

 

第十一管区海上保安

本部 
中城海上保安部 
（受託調査）

 

モニタリングボートによる

空間及び海水中の放射線レ
ベルの移動監視測定（一

隻）

 

原則として
毎月一回以

上

 

 

原則として 
①入港前に

一回 
②入港後は
毎日一回以

上

 

①海水を採取し状況を把
握するため観測の継続 
②海水及び海底土の採

取、並びに採取試料の県
への送付

 

環
境
試
料
の
放
射
能
レ
ベ
ル
調
査 

第十一管区海上保安
本部 
(1)海洋情報調 査課 

（中城海上保安部の
協力含む） 
（受託調査） 

(2)中城海上保安部 
（受託調査）

 

海水及び海底土の採取、採
取試料の放射能測定並びに

分割試料の分析専門機関へ
の送付 
 

 
海水及び海底土の採取、並
びに採取試料の分析専門機

関への送付

 

 
四半期毎に
一回

 原子力艦出
港後

 必要に応じて海水及び海
底土の採取並びに採取試

料の県への送付

 

水産庁 
水産総合研究センタ
ー中央水産研究所 

沖縄県水産海洋研究
センターに委託

 

⑴沖縄県における海産生物

の採取 
⑵沖縄県水産海洋研究セン
ターより送付された海産生

物試料のγ線スペクトリメ
トリー及び分割試料の分析
専門機関への送付

 

 
四半期毎に
一回

 
  

原子力規制庁 
分析専門機関に委託

 
各担当機関より送付された

海水、海底土及び海産生物
試料のγ線スペクトリメト
リー及び放射化学分析

 送付された試料を直ちに分析

  

 

２ 環境放射能調査の実施 

この調査は、自然界に存在する放射能、原子力施設、ラジオアイソトープ（放射性同位元

素）利用施設等から環境中に放出される放射性物質及び核爆発実験等によって大気圏内に放出

された核分裂生成物等の環境中における挙動並びに分布状況を調べ、その長期的な変化を把握

することによって、一般公衆の放射線による被曝線量を推定し、評価するとともにその対策を

講じることを目的としたものです。調査対象試料として、日常生活に関わりのある降水（定時

採取雨水）、降下物（１か月間の雨水、ちり）、上水（水道蛇口水）、農産物（野菜、米）、

土壌、海水、海底土及び大気浮遊じん等を採取し、放射能調査を実施しています。また、大地

及び空気等からの放射線の寄与を把握するために、モニタリングポストによる空間放射線量率

の調査も実施しています。 

令和６年度調査の結果、環境試料及び空間中の放射能、放射線レベルとも前年度と同様、一

般環境レベルでした。
 


